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木材増産推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成29年度

当初予算額

平成29年度

最終予算額

平成30年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

造林事業費 1,151,000 1,647,788 1,602,920 1,165,290 (債)20,000 417,630

Ⅰ 目的

植栽から保育に至る一連の造林事業を適正に行うとともに、長伐期林や複層林の造成、天然林の整備など

多様な森林の造成を行い、森林資源の質的充実を計画的に推進し、森林の持つ公益的機能の高度発揮や安定

的な林業経営の基礎となる健全な森林の整備を図る。

Ⅱ 内容

１ 森林環境保全整備事業

（１）森林環境保全直接支援事業

市町村森林整備計画の達成に資するものとして、森林環境保全整備事業計画に基づき、人工林をはじ

めとした育成林資源を一体的・効率的に森林整備を行うもの

・ 採択要件：１施行地面積0.10ha以上

間伐・更新伐は１森林経営計画又は１集約化実施計画あたりの合計が面積５ha以上かつ

搬出材積が平均10㎥/ha以上

・ 補 助 先：市町村、森林組合、生産森林組合、森林整備法人、森林経営計画認定者等

・ 補 助 率：別の基準で査定した額の４/１０

（２）環境林整備事業

①公的森林整備

所有者の自助努力によっては適正な整備が期待できない条件不利地等において、森林の公益的機能を

発揮させる観点から、公的主体による切り捨て間伐等を支援

・ 採択要件：１施行地面積0.10ha以上

・ 補 助 先：市町村、森林組合、森林整備法人、ＮＰＯ法人

・ 補 助 率：別の基準で査定した額の４/１０～５/１０

②被害森林整備

気象害等による被害森林であって、所有者の自助努力によっては適正な整備が期待できない森林にお

いて、事業主体による人工造林等を支援

・ 採択要件：１施行地面積0.10ha以上

・ 補 助 先：市町村、森林組合、森林整備法人、ＮＰＯ法人等

・ 補 助 率：別の基準で査定した額の４/１０

２ 平成29年度に実施した主な事業の実績

人 工 造 林 152.52ha 間 伐 891.41ha

樹下植栽等 16.36ha 更 新 伐 - ha

下 刈 り 398.35ha 森林作業道 146,667m

枝 打 ち 0.57ha 作業道改良 37m

除 伐 48.28ha 鳥獣害防止施設 45箇所

保 育 間 伐 660.44ha 人工造林（特殊地拵） - ha
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木材増産推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成29年度

当初予算額

平成29年度

最終予算額

平成30年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

森林資源再生支援

事業費
55,665 49,165 61,774 61,774

１ 目的

森林資源を再生させることにより、森林の公益的機能を高めるとともに、質的充実を図っていくため、伐

採跡地の再造林を推進する。

２ 内容

(１) 森林資源再生支援事業

伐採跡地の再造林及び附帯施設等整備(シカ被害防護施設)並びに下刈り（隔年）に対し、森林所有者

の負担額の一部を補助する。

・補 助 先：県が補助する造林事業の申請者

・実施主体：市町村、森林組合、生産森林組合、森林整備法人、森林経営計画の認定を受けた者等

・補 助 率：県が定める標準経費の９／１０から造林事業の補助金額を差し引いた額以内

・採択要件：造林事業による助成を受けること

・補助期間：H28～H31

３ 平成29年度に実施した主な事業の実績

再造林 143.34ha

附帯施設等整備（シカ被害防護施設）

防護ネット 36,661ｍ、保護カバー 10.87ha

下刈り（隔年） 56.03ha
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木材増産推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成29年度

当初予算額

平成29年度

最終予算額

平成30年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

木材安定供給

推進事業費
100,670 402,613 489,276 487,026 2,250

１ 目的

持続的な林業経営を確立するため、意欲と能力のある経営体の育成、新たなスキームを活用する区域での重

点的な路網整備、伐木・搬出、主伐時の全木集材と再造林の一貫作業等を推進する。

２ 内容

（１）木材安定供給推進事業費補助金（(国) 484,776千円）

①間伐材搬出支援

木材需要に対応できる必要量の安定確保を図るため、木材加工施設等に出材を計画する間伐に対して支援

する。

補助率：定額 ３５０千円／haに間接費を加算した額以内

②林内路網整備

木材の安定的かつ効率的な供給に不可欠となる路網整備に対して支援する。

補助率：定額 林業専用道（規格相当）２５千円/ｍ以内、森林作業道 ２千円/ｍ以内

③一貫作業システム

再造林の低コスト化を図るため、全木又は全幹集材による末木枝条の搬出、集積及びそれと連携して行う

人工造林に対して支援する。

補助率：定額 ６６４千円／haに間接費を加算した額以内

（２）事務費（4,500千円 (国)2,250千円、(-)2,250千円）

３ 平成29年度に実施した主な事業の実績

間伐 464.81ha

林業専用道（規格相当） 6,470ｍ

森林作業道 13,625ｍ
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木材増産推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成29年度

当初予算額

平成29年度

最終予算額

平成30年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

緊急間伐総合支援

事業費
91,200 81,200 80,000 （入）28,000 52,000

１ 目的

森林の公益的機能を高めるとともに、森林資源の質的充実を計画的に推進するため、未整備のまま高齢林

へと移行している人工林の間伐を緊急に行う。

２ 内容

(１) 公益林保全整備事業

水源かん養機能等の公益的機能が高い人工林の保育間伐を推進することで、荒廃森林の発生を防止し、

森林の持つ公益的機能が効果的に発揮される森林の整備に要する経費に対し補助する。

・補 助 先：市町村

・実施主体：森林組合、生産森林組合、林業事業体等、森林所有者(自伐林家等を含む。)

・補 助 率：定額 ８０，０００円／ｈａ

・採択要件：３～１２齢級の保育間伐を行う人工林で、下記の要件を満たすもの

①保安林又は市町村森林整備計画に規定される森林の機能うち、水源かん養機能又は、そ

の他の機能(木材生産機能を除く)のいずれかが高い森林

②集約化が図れておらず、国庫補助事業の対象とならない森林

・補助期間：H30 ～ H34

(２) 森林整備支援事業

①搬出間伐実施事業

造林事業の補助対象とならない森林において、間伐実施に係る伐採及び搬出集積に要する経費に対

して補助する。

・補 助 先：市町村

・実施主体：林業者等、森林所有者（自伐林家等を含む。）、林業事業体等

・補 助 率：定額 １８３，０００円／ｈａ（間伐率30%）、１２２，０００円／ha（間伐率20%）

・採択要件：７～１２齢級で本数間伐率おおむね２０％又は３０％以上伐採、うち８０％以上を

搬出集積

･ 補助期間：H30 ～ H34

②作業道整備事業

造林事業の補助対象とならない森林において、作業道の整備に要する経費に対して補助する。

・補 助 先：市町村

・実施主体：林業者等、森林所有者（自伐林家等を含む。）、林業事業体等
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・補 助 率：定額、１／２以内

作業道開設 ５００～１，５００円／ｍ

路面整備 １００～２００円／ｍ

丸太積工 ７００円／ｍ

洗い越し工 ６，０００円／箇所

作業ポイント ５５，０００円／箇所

災害復旧 事業費の１／２以内

･ 補助期間：H30 ～ H34

３ 平成29年度に実施した主な事業の実績

①公益林保全整備事業

・公益林保全整備事業 ２８４．１５ｈａ

②森林整備支援事業

・搬出間伐実施事業 ９３．７１ｈａ

・作業道整備事業 ２４，１３１ｍ

木材増産推進課
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木材増産推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成29年度

当初予算額

平成29年度

最終予算額

平成30年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

みどりの環境整備

支援事業費
34,512 18,778 21,000 （入） 21,000

１ 目的

ＣＯ２吸収効果の高い人工林の間伐を促進することで、荒廃森林の発生を防止し、公益的機能が効果的に

発揮されるよう森林の整備を図る。

２ 内容

みどりの環境整備支援交付金 （森林環境税による支援事業）

・対象森林：Ⅲ～Ⅸ（11～45年生）齢級の除伐及び保育間伐を行う人工林

・除伐及び保育間伐の区分

除伐：不用木（雑木）の除去

保育間伐Ａ：不良木の淘汰（森林環境保全直接支援事業に限る。）

保育間伐Ｂ：伐採木の平均胸高直径が18cm未満の不良木の淘汰（森林環境保全直接支援事業に限る。）

保育間伐Ｃ：不良木の淘汰（環境林整備事業に限る。）

・間 伐 率：保育間伐に限り、本数間伐率で概ね30%以上

・補 助 先：造林事業の申請者

・補 助 率：除伐（Ⅲ～Ⅴ齢級） 定額 ３５，０００円/ha

保育間伐Ａ（Ⅲ～Ⅶ齢級）定額 ３５，０００円/ha

保育間伐Ｂ（Ⅲ～Ⅸ齢級）定額 ３０，０００円/ha

保育間伐Ｃ（Ⅲ～Ⅸ齢級）定額 ２３，０００円/ha

・採択要件：同年度内に造林事業による助成を受けること

・補助期間：H30 ～ H34

３ 平成29年度に実施した主な事業の実績

除伐 43.10ha

保育間伐 549.34ha
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木材増産推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成29年度

当初予算額

平成29年度

最終予算額

平成30年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

優良種苗確保事業

費
8,689 4,507 8,032 1,862

(手) 70

(財) 2,196

(使) 1

3,903

１ 目的

林業種苗法に基づく品種系統の明確な優良種苗の確保と種子採取源として設定した採種園の整備を行う。

２ 内容

(1) 優良種苗確保事業 （8,032千円 (国)1,862千円 (手) 70千円 (財)2,196千円(使)1千円 (-)3,903千円 ）

(ｱ) 林業用種苗生産事業者講習会 （ 9千円 (手) 9千円 ）

林業種苗法に基づく種苗の生産事業を行おうとする者を対象に講習会を開催する。

(ｲ) 林業用種子採取事業 （ 2,191千円 (財)2,191千円 ）

林業種苗法に基づき、品種系統の明確な優良種苗の供給を確保するため、必要な種子を採取し、苗

木生産者に有償で払い下げる。

委託先：高知県種苗緑化協同組合

(ｳ) 採種園維持管理委託料 （2,312千円 (-)2,312千円 ）

①下刈り

研究及び種子採取等のための通行を容易にし、また作業の安全を図るための下刈を行う。

②樹形誘導（断幹、整枝剪定）

採種木を優良な樹形に誘導するため断幹、整枝剪定を行う。

(ｴ) コンテナ苗生産基盤施設等整備事業費補助金（2,793千円 (国)1,862千円(-)931千円 ）

主伐後の再造林を確実に実施するため、コンテナ苗を低コストで大量に生産供給するための苗木生産施

設、機械、資材等の整備を支援する。

(ｵ) 事務費 （ 727千円 (手)61千円 (財)5千円(使)1千円 (-)660千円 ）

３ 平成29年度に実施した主な事業の実績

(1) 林業用種子採取事業（採取量 スギ51㎏ ヒノキ86㎏）

(2) 採種園維持管理事業

採種園名 所在地 面積 事業量

大平 土佐山田 2.06 2.06

セキゼ・横山 三原 14.30 1.71

計 16.36 3.77

採種園名 所在地 面積 事業量

大平 土佐山田 2.06 0.59

セキゼ・横山 三原 14.30 1.71

計 16.36 2.30

（下刈） （樹形誘導）単位：ｈａ 単位：ｈａ
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木材増産推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成29年度

当初予算額

平成29年度

最終予算額

平成30年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

森林病害虫等防除

事業費
34,213 26,341 9,287 2,384 6,903

１ 目的

森林における病害虫による被害を早期に、かつ徹底的に防除し、被害の蔓延を防止することで、森林の保全

を図る。

２ 内容

(1) 損失補償及び委託による防除事業 （ 6,129千円 (国)975千円（-)5,154千円）

松くい虫被害の蔓延を防ぐため、防除事業を知事命令により実施する。

①事業実施主体：防除・駆除が必要な森林の所有者

②事業予定量

ア 松くい虫地上散布 34.7ha

イ 松くい虫伐倒駆除 49㎥

ウ 樹幹注入剤 750本

(2) 補助による防除事業 （ 2,832千円 (国)1,365千円 (-)1,467千円 ）

森林病害虫害の蔓延を防ぐため、防除事業に対して補助する。

①補 助 率：３／４

②事業実施主体：市町村、森林組合等

③事業予定量

ア 松くい虫伐倒駆除 42㎥

イ 樹幹注入剤 1,050本

ウ 松くい虫地上散布 3.42ha

(3) 防除事業に係る事務費等 （ 326千円 (国)44千円 (-)282千円 ）

３ 平成29年度に実施した主な事業の実績

(1) 松くい虫地上散布 36.92ha

(2) 松くい虫伐倒駆除 74.99㎥

(3) 樹幹注入剤 8,819本
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木材増産推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成29年度

当初予算額

平成29年度

最終予算額

平成30年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

森の工場活性化

対策事業費
336,182 183,413 164,698 355 (諸) 48 164,295

１ 目的

事業体の収益性の向上や森林所有者への利益の還元、林業就業者の雇用と所得の安定確保に繋げるため、森林

を集約化した「森の工場」において事業体が行う森林整備や生産活動への取り組みに対して支援を行い、成熟し

つつある人工林資源の利活用を図ると共に、計画的で効率的な木材生産システムによる低コスト林業や木材の安

定供給・増産体制の構築を推進する。

２ 内容

(１) 林業就業者技術向上支援事業 （ 149,928千円 (－)149,928千円 ）

《補助事業名：森の工場活性化対策事業費補助金》

① 間伐材搬出支援事業

効率的な作業システムを展開するために、7～12齢級の人工林で実施する間伐、搬出及び運搬に要する経

費への助成

ア 事業実施主体：森の工場事業実施計画の承認を受けた林業事業体等

イ 補 助 率：一般用材並びにチップ等端材 定額 900円/㎥

※下限30㎥/ha,上限100㎥/ha

ウ 事業実施期間：森の工場ごとに5年間以内

ただし、事業計画始期から５年以内に、森の工場内に10tトラックが走行可能な路線

の整備を着手する場合であって、かつ、承認面積が100haを超える場合、5カ年間延

長できる

② 作業道整備事業

森の工場内において、効率的な作業システムに必要な路網の整備に要する経費への助成

ア 事業実施主体：森の工場事業実施計画の承認を受けた林業事業体等

イ 補 助 率：造林事業等の補助対象事業費（木材安定供給推進事業にあっては、査定事業費）の

12％以内（造林事業の補助率が10分の４である場合にのみ、当該事業の補助対象とす

る。)

ただし、造林事業等の補助金額と当事業の補助金額の合計が事業費（実行経費）を

上回る場合は、事業費から造林事業等の補助金額を差し引いた額以内
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(２) 林内路網アップグレード事業 （ 14,000千円 (－)14,000千円 ）

① グレードアップ事業

「森の工場」における基幹的な役割が期待される作業道等について、運搬車両の走行性や安全走行の向

上、災害への備えのために実施する、コンクリートによる簡易舗装・敷き砂利等の路網整備及び既設構造

物の改修・補強に要する経費への助成

ア 事業実施主体：森の工場事業実施計画の承認を受けた林業事業体等

イ 補 助 率：コンクリート路面工 定額

路盤工（敷き砂利） 定額

改修・補強 補助対象事業費の50％以内

② リカバリー事業

「森の工場」における基幹的な役割が期待される作業道等について、災害などにより機能が損なわれてい

る箇所の復旧及び補修に要する経費への助成

ア 事業実施主体：森の工場事業実施計画の承認を受けた林業事業体等

イ 補 助 率：復旧・補修 補助対象事業費の50％以内

(３) 指導活動費 （ 770千円 (国)355千円 (諸)48千円 (－)367千円 ）

３ 平成29年度に実施した主な事業の実績（平成28年度からの繰越分を含む）

・間伐材搬出支援事業 （ 71工場 76,156㎥ ）（見込み）

・作業道整備事業 （ 59工場 116,556ｍ ）（見込み）

・高性能林業機械等整備事業 （ 新規導入１台 ）

・林内路網アップグレード事業 （ 11事業体 16路線 ）
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事 業 名

平成29年度

当初予算額

平成29年度

最終予算額

平成30年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

原木増産推進

事業費
184,755 141,045 227,681 100,466 127,215

１ 目的

県内の製材工場や木質バイオマス発電所等に供給する原木の確保及び安定供給をおこなうため、皆

伐事業地の作業道開設や集材架線の設置、自伐林家等の林業機械レンタル、森林組合の生産性向上、

及び地域構想の目標達成(ソフト事業）について支援する。

また、原木のさらなる増産及び安定供給を確立するために、集約化された森林での効率的な搬出間

伐や林業事業体がおこなう皆伐施業に欠かすことのできない高性能林業機械の導入(購入、リース）及

び、林業機械のレンタル並びに作業システムの改善（機械の改良等）について支援を行う。

２ 内容

（１）原木増産推進事業費補助金（ 70,257千円 (国)10,000千円 (一)60,257千円 ）

①作業道等整備（ 50,757千円 (一)50,757千円 ）

補 助 先：森林組合連合会、素材生産業協同組合連合会、森林組合、素材生産事業者、森林所

有者等のうち協定締結者

補 助 率：作業道開設：幅員2.5ｍ以上3.0ｍ未満 1m当たり1,000円以内

幅員3.0m以上 1m当たり1,500円以内

作業道改良：改良 実行経費の1/2以内

作業ポイント：１箇所当たり55,000円（面積90m2以上のものに限る）

集材架線：1m当たり400円以内

(主索支間長が500m以上のものに限る、張替は対象外)

補助期間：H30

※高性能林業機械等導入：高性能林業機械等整備事業へ組み替え

②自伐林家等林業機械レンタル （ 4,700千円 （一）4,700千円 ）

補 助 先：市町村

補 助 率：1/2以内

補助期間：H30

※増産体制整備（ア作業システムの改善、イ林業機械のレンタル）：高性能林業機械等整備事業

へ組み替え
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③森林組合生産性向上支援 ( 4,800千円 （一）4,800千円 ）

補 助 先：森林組合 ただし、平成29年度の重点支援森林組合に限る

補 助 率：定額 1,000千円以内

補助期間：H29～H31 （3年間）

④林業成長産業化地域創出支援 ( 10,000千円 （国）10,000千円 ）

補 助 先：市町村等

補 助 率：定額

補助期間：H29～H33

（２）事務費（ 1,035千円 (国)155千円 (一)880千円 ）

（３）高性能林業機械等整備事業費補助金（ 156,389千円 (国)90,311千円 (一)66,078千円 ）

①高性能林業機械の導入 （ 54,416千円 （国）39,548千円（一）14,868千円 ）

補 助 先：市町村等

補 助 率：1/2以内(国1/3+県1/6又は国4/10+県1/10)

補助期間：H30

②林業機械のリース （ 75,998千円 （国）50,763千円 （一）25,235千円 ）

補 助 先：市町村等

補 助 率：1/2以内(国1/3+県1/6又は国4/10+県1/10)

補助期間：H30

③林業機械のレンタル ( 14,729千円 （一）14,729千円 ）

補 助 先：森林組合連合会、素材生産業協同組合連合会、森林組合、素材生産事業者等

のうち協定締結者

補 助 率：3/10以内 ただし、期間は１ヶ月～6ヶ月以内、上限150千円/月･台とする

補助期間：H30

④作業システムの改善 ( 11,246千円 （一）11,246千円 ）

補 助 先：森林組合、素材生産事業者等のうち協定締結者、木材の運搬実績のある運送会社及

び市町村

補 助 率：1 /2以内

補助期間：H30

３ 平成29年度に実施した主な事業 （決算見込み）

・作業道開設 21,798m、作業ポイント 26箇所、集材架線 1,300m、作業道改良1箇所

・自伐林家等林業機械レンタル 16台

・高性能林業機械導入 9台

・作業システムの改善 9件

・林業機械のレンタル 17台
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事 業 名

平成29年度

当初予算額

平成29年度

最終予算額

平成30年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

森林林業活性化

推進費
4,024 4,024 3,871 1,308 (諸) 67 2,496

１ 目的

適正な森林整備の推進、効率的な林業技術の導入、林業後継者の育成等を図りながら、森林の多様な機能

を高度に発揮する森づくりを進めるとともに、森林や林業に関する普及・啓発や木材利用を推進するため、

林業技術職員の円滑な活動促進と資質の向上を図る。

２ 内容

(1) 林業技術指導活動費 （ 1,339千円 (国)546千円 (諸)67千円 (一)726千円 ）

① 林業技術指導活動費 （ 1,180千円 (国)546千円 (諸)67千円 (一)567千円 ）

林業技術職員が、普及指導活動の基本的課題を重点的に、必要な情報を収集・提供し林業技術等

の普及や森林、林業、木材産業に関する啓発を効率的かつ効果的に行う。

② 地域課題支援事業 （ 159千円 (一)159千円 ）

地域の特性（課題）に応じた普及指導を推進するため、意欲ある事業体等に対し、林業技術職員

が指導等を行い、地域林業の活性化に繋げる。

(2) 林業技術職員等研修 （ 2,532千円 (国)762千円 (一)1,770千円 ）

① 中央研修 （2,240千円 (国)617千円 (一)1,623千円 ）

林業技術の高度化かつ多様化に対応するため林業普及指導員の研修を実施することによって資質

の向上を図り、技術水準の高い普及指導活動を進める。

② 一般研修 （ 292千円 (国)145千円 (一)147千円 ）

林業普及職員等の資質向上を図るための研修を開催する。

３ 平成29年度に実施した主な事業

(1) 林業技術指導活動費

① 林業技術指導活動費 29名（木材増産課の4名は除く）

（内訳：森林技術センター2名、林業（振興）事務所27名）

② 地域課題支援事業 6地域

(2) 林業技術職員等研修

①中央研修（4名）

②一般研修（16名）等の実施




